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主 文

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 当事者の請求

１ 原告ら

(1) 被告Ｉ市長は，Ａに対し，２９９万６１９９円及びこれに対する平成１

９年８月５日から支払済みまで年５分の割合による金員を請求せよ。

(2) 被告Ｉ市長は，Ｂに対し，９２万２９８６円及びこれに対する平成１９

年８月５日から支払済みまで年５分の割合による金員の賠償の命令をせよ。

(3) 被告Ｉ市長は，Ｃに対し，２９９万６１９９円及びこれに対する平成１

９年８月５日から支払済みまで年５分の割合による金員の賠償の命令をせよ。

２ 被告

(1) 原告らの訴えのうち，Ａに損害賠償請求をするよう被告に求める部分

（請求の趣旨第１項）の訴えを却下する。

(2) 原告らのその余の請求をいずれも棄却する。

第２ 事案の概要

１ 事案の要旨

本件は，Ｄ村（平成１７年４月１日以降は，Ｉ市。以下，「旧Ｄ村」とい

う。）がＥ山駐車場周辺整備工事を行った際，同工事の一環として宗教法人Ｅ

神社（Ｅ神社）所有のＥ神領民家（本件民家）の茅葺屋根の葺替工事を行い，

同葺替工事の代金を支出したことについて，原告らが，同公金支出は憲法８９

条の政教分離原則に違反し，さらに，補助金交付の手続によらずに支出されて

いる点で，Ｉ市文化財保護条例及びＩ市補助金等の交付手続等に関する規則等

の定めに反する違法な財務会計上の行為に当たると主張して，被告に対し，地

方自治法２４２条の２第１項４号に基づき，上記工事代金として公金９２万２
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９８６円が支出された当時のＩ市収入役Ｂに対して，同金額の賠償の命令をす

ることを，上記工事代金として公金２９９万６１９９円が支出された当時のＩ

市長Ａ及び同収入役職務代理者Ｃに対して，同金額の損害賠償の請求又は賠償

の命令をすることを求めた，住民訴訟である。

２ 争いのない事実等（証拠により容易に認められる事実についてはかっこ内に

証拠を示す。）

(1) 当事者等

ア 原告らは，いずれもＩ市の住民である。

イ 被告は，Ｉ市長である。

ウ Ａは，後記の平成１８年１１月１３日の支出命令（第５回支出命令）当

時，Ｉ市長の職にあった者である。

エ Ｂは，旧Ｄ村の村長として，後記の本件請負契約を締結した者である。

平成１７年４月１日に行われた旧Ｄ村とＩ市の合併後は，平成１８年１０

月に退職するまでＩ市の収入役の職にあった。

オ Ｃは，後記の平成１８年１１月１６日の支出行為（第５回支出行為）当

時，Ｉ市収入役職務代理者であった者である。

(2) 本件民家

本件民家は，Ｅ神社が所有する建物であり，Ｅ神社が設置しているＪ博物

館（Ｅ山博物館）の付属施設として，管理されているものである。また，本

件民家は，昭和５８年４月１日付で，旧Ｄ村によって文化財に指定されてい

る。

(3) 本件請負契約

平成１６年１０月８日，旧Ｄ村の当時の村長であったＢは，株式会社Ｆ

（Ｆ）との間で，Ｆが，Ｅ山駐車場内及びその周辺の整備工事をし（本件工

事），旧Ｄ村が，報酬としてＦに１億１６３４万円を支払う旨の契約（本件

請負契約）を締結した。本件請負契約における工事の一環として，本件民家
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の茅葺き屋根の葺替工事（本件葺替工事）も行われることとされた。なお，

本件請負契約は，その後３回の変更契約が締結され，その請負代金は最終的

には１億４７４６万２０００円となったが，そのうち本件葺替工事の代金は

１３６１万０５４７円である。

(4) 合併

平成１７年４月１日，旧Ｄ村は，旧Ｉ市などとの合併により，Ｉ市となっ

た。その後，Ｉ市議会において，本件工事が継続事業としてＩ市に引き継が

れることが決定した。

(5) 代金の支払い

旧Ｄ村（上記合併後Ｉ市）は，本件請負契約の報酬として，Ｆに対して，

次のとおり支払をした。

① 平成１７年３月１０日 ５００万００００円

② 同年 ８月１８日 ２４００万００００円

③ 平成１８年４月６日 ７６００万００００円

④ 同年 ６月１日 １０００万００００円

⑤ 同年 １１月１６日 ３２４６万２０００円

なお，これらの支払は，いずれも旧Ｄ村（合併後はＩ市）の「観光費」か

ら支出され，補助金交付の手続はとられなかった（乙７ないし９の各１，弁

論の全趣旨）。

(6) 上記④の支出（第４回支出行為）にかかる具体的な手続等について

平成１８年６月１日，Ｂは，Ｉ市収入役として，第４回支出行為にかかる

支出負担行為の適法性を審査したうえ，上記１０００万円の支出を行った。

(7) 上記⑤の支出（第５回支出行為）にかかる具体的な手続き等について

平成１８年１１月１３日，Ｉ市産業振興課長が第５回支出行為の前提とな

る，同支出命令（第５回支出命令）の決裁を行った。なお，支出命令をする

権限は，本来，普通地方公共団体の長であるＡにあるものであるが，Ｉ市で
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は，Ｉ市事務専決規程９条１項別表第１の３４号（平成１８年当時のもの）

（乙３）により，課長専決事項とされている。

また，同年１１月１６日，Ｃは，Ｉ市会計課長の職にあったが，支出行為

についての原権限者であるＩ市収入役が不在であったため，Ｉ市収入役の職

務代理者を定める規則２条（乙５）により，Ｉ市収入役職務代理者として，

第５回支出行為にかかる支出負担行為の適法性を審査したうえ，上記３２４

６万２０００円の支出を行った。

(8) 第１回監査請求

ア 原告らは，平成１９年５月９日，Ｉ市監査委員に対し，以下の行為を対

象として，監査請求を行った。（第１回請求）

①第４回支出行為

②第５回支出行為

イ これに対し，Ｉ市監査委員は，同年６月２７日，本件第１回監査請求を

理由がないと判断した。

（甲１５，１６，１７の１）

(9) 本件訴え提起

平成１９年７月２５日，原告らは，以下の行為を対象として，本件訴えを

提起した。

①第４回支出行為

②第５回支出行為

(10) 第２回監査請求

ア 原告らは，本件訴え提起後の平成１９年１０月１０日，第５回支出命令

等を対象として，監査請求を行った。

イ これに対し，Ｉ市監査委員は，平成１９年１１月１９日，第５回支出命

令については，理由がないとして棄却した。（乙６）

３ 条例等の定め
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(1) Ｉ市文化財保護条例（本件条例）

ア １条（目的）

この条例は，文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）１８２条第２

項の規定に基づき，市の地域内に所在する文化財を保存し，かつ，その活

用を図り，もって市民の文化的向上に資するとともに地方文化の進歩に貢

献することを目的とする。

イ ８条（管理）

市指定文化財の所有者は，その文化財の管理にあたるものとする。ただ

し，特別の事情があるときは，他の適当なものにこれを管理させることが

できる。

ウ １０条

１項

市指定文化財の管理に要する経費は，所有者又は管理者の負担とする。

エ １３条（管理又は修理の補助）

１項

市指定文化財の管理又は修理につき多額の経費を要し，市指定文化財の

所有者がその負担に堪えない場合，その他特別の事情がある場合には，そ

の経費の一部に充てさせるため，予算の範囲内で補助金を交付することが

できる。

(2) Ｉ市文化財保存事業費補助金交付要綱（本件要綱）

ア ４条

補助の対象となる経費は，文化財保存事業に要する経費で別表に定める

とおりとする。

別表

１ 有形文化財及び有形民俗文化財保存事業（２）修理ア

「解体，半解体修理，屋根ふき替え，塗装修理，部分修理及び移築修
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理」

(3) Ｉ市補助金等の交付手続等に関する規則（本件規則）

ア １条（趣旨）

この規則は，住民の福祉の増進，文化の向上及び環境保全等に寄与する

もので，公益性のある事業に対して，事業費の一部又は全部を予算の範囲

内において支出する補助金等に係る事務の適正な運営を図るため，法令規

則等に特別な定めのある場合を除き補助金等の交付に関する手続，補助金

等の交付を受ける者の負担する義務及びその者に対する市長の権限等に関

し必要な事項を定めるものとする。

イ ４条（補助金交付の申請）

補助金等の交付を受けようとする者は，次に掲げる事項を記載した補助

金等交付申請書を市長に対し，提出しなければならない。

(1)以下略

ウ ５条（補助金等の交付の決定）

１項

市長は，補助金等の交付の申請があったときは，・・補助事業等の目的

及び内容が適正であるかどうか等を調査し，当該申請にかかる補助金等を

交付すべきと認めたときは，速やかに補助金等の交付を決定するものとす

る。

エ １１条（状況報告）

補助事業者等は，市長の定めるところにより，補助事業者の遂行の状況

に関し，市長に報告しなければならない。

オ １２条（補助事業等の遂行の命令）

市長は，補助事業等が補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条

件に従って遂行されていないと認めるときは，補助事業者等に対し，これ

らに従って補助事業等を行うことを命ずることができる。
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カ １５条（是正のための措置）

市長は，・・補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容及びこれ

を付した条件に適合しないと認めるときは，当該補助事業等につき，これ

に適合させるための措置をとることを当該補助事業者等に対し，命ずるこ

とができる。

キ １６条（決定の取消し等）

市長は，補助事業者等が補助金等を他の用途に使用し，その他補助事業

等に関して補助金等の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他この

規則又はこれに基づく市長の命令に違反したときは，当該補助金等の交付

の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

４ 争点

【本案前の争点】

(1) 第５回支出命令についての訴えの適法性（争点(1)）

【本案上の争点】

(2) 本件工事代金支出の違法性

ア 政教分離違反の有無（争点(2)）

イ 補助金交付の手続違反の有無（争点(3)）

(3) Ａらの故意過失（重過失）の有無

ア Ａの損害賠償責任の有無（争点(4)）

イ Ｂの損害賠償責任の有無（争点(5)）

ウ Ｃの損害賠償責任の有無（争点(6)）

(4) 損害額（争点(7)）

５ 争点に対する当事者の主張

(1) 争点(1)（第５回支出命令についての訴えの適法性）について

（原告らの主張）

原告らの，第５回支出命令にかかる請求も適法である。
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被告は，同行為は，訴状において対象とする財務会計行為に含まれていな

いと主張する。しかし，原告らは，訴状において，対象とする財務会計行為

として第５回支出行為を明示しているところ，第５回支出命令と同支出行為

は，同一の支出にかかわるものであり，また訴状で第５回支出行為を明示す

る際に，同行為が第５回支出命令に基づくことも併せて明記している。さら

に，請求の趣旨において，第５回支出命令の責任者であるＡを相手方とする

請求も挙げている。

したがって，本件において，第５回支出命令にかかる請求は，訴状におい

て適法に本件訴訟の対象に含まれているといえ，同請求も適法といえる。

（被告の主張）

原告らの請求のうち，第５回支出命令を対象財務会計行為とするものは，

不適法であり却下されるべきである。

すなわち，第５回支出命令については，平成２１年４月２５日の口頭弁論

期日において，同行為を本件訴訟の対象とする旨訴えの変更がされているが，

訴え提起の段階では対象に含まれていなかったのであるから，第１回監査請

求において同行為が対象とされていたとすると，その監査結果の通知から法

定の出訴期間である３０日以内に，訴えの提起がなされていないことになる。

したがって，第５回支出命令にかかる原告らの主張は出訴期間の遵守を欠

く不適法なものであるから，却下されるべきである。

(2) 争点(2)（政教分離違反の有無）について

（原告らの主張）

Ｉ市及び旧Ｄ村は，Ｅ山駐車場周辺整備工事の一環として，本件民家の本

件葺替工事を市の負担で行ったが，本件民家は，Ｅ神社が所有する建物であ

るから，Ｉ市の本件工事代金支出にかかる各行為は，公金を宗教法人のため

に支出した行為として，憲法８９条の定める政教分離原則に違反するもので

ある。
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（被告の主張）

以下の事情に照らせば，本件葺替工事に対する公金支出が政教分離原則に

違反するとはいえない。

ア 本件民家は宗教施設でないこと

本件民家は，Ｅ神社が所有するものであるが，昔ながらの特徴を有した

建物であり，民俗資料として価値のある貴重な文化財であることから，同

神社が取得した上，その設置するＥ山博物館が管理しているものである。

そして，本件民家は，Ｅ神社の鳥居より外側に位置しており，観光利用

拠点であった当時の村営駐車場，ビジターセンターなどの周辺に存在して

いる。その外観には，特段の宗教的意義を表すものはなく，むしろ埼玉県

・環境省が設置した「神領Ｅ村とＥ神社」と題する案内板により，本件民

家がＥ集落の昔ながらの民家の姿を伝える貴重な伝統文化財であることの

説明がなされている。

本件民家内部には，農機具，生活用品などが残され，昔ながらの生活様

式を示す民俗資料として，展示されている。

また，本件民家は，観光客向けの展示物として利用されるほかは，Ｄ観

光協会主催により毎年秋に行われる，奥ＩＤ紅葉まつりや５月に行われる

Ｄつつじまつりにおいて，休憩所ないし接待所として使用されているもの

であって，宗教的行事に使用されたことはこれまで一度もなかった。

このように，本件民家に宗教施設性がないことは明らかである。

イ 本件葺替工事の目的，性質

本件民家が存在するＥ地区は，Ｇ国立公園内にあって，同公園の中心的

な利用拠点・観光拠点となっており，本件民家周辺には，村営駐車場やビ

ジターセンターなどが設置されていた。本件民家も上記のとおり貴重な文

化財であるところ，このような昔ながらの姿をとどめる民家は，Ｅ集落に

は現在では一軒もなくなっていることから，本件民家は，観光用のホーム
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ページ，パンフレット，カレンダー等に多数利用され，また映画の撮影に

も使用されるなど，重要な観光資源となっている。

しかし，道路の整備が不十分で，また上記施設は老朽化しており，さら

に本件民家も，茅葺屋根の激しい傷みのために雨漏りがするなど，本件民

家内に保管・展示されている農機具や民芸用品の保存に悪影響が懸念され

る状態となっていた。

このような状況を受け，旧Ｄ村は，上記のような観光施設を整備し，観

光拠点であるＥ地区に観光客を誘致するため，重要な観光資源である本件

民家も含めて，その周辺一体を整備する本件工事を行うこととしたのであ

る。

本件葺替工事の目的が上記の点にあったことについては，本件請負契約

の報酬が，予算の費目のうち，観光費として支出されていること，合併直

後のＩ市議会においても，本件工事が観光設備整備工事として説明された

こと，本件葺替工事がＩ市の貴重な観光資源の維持補修を行っているもの

として観光客誘致に利用されていたことからも明らかである。

ウ まとめ

以上より，本件葺替工事は，Ｉ市（旧Ｄ村も含む）の観光事業の振興を

主たる目的としてなされたものであり，また，同工事により，一般人に，

Ｉ市が神社神道を特別に支援しているとか，神社神道が他の宗教とは異な

る特別のものであるとの印象を与えたりして，神社神道への関心を呼び起

こすこととなることもない。

したがって，本件葺替工事費の支出は，憲法８９条に違反するものでは

ない。

(3) 争点(3)（補助金交付の手続違反）について

（原告らの主張）

ア 本件民家は，昭和５８年４月１日付で，Ｉ市の文化財に指定されている
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ところ，本件条例によると，市指定文化財の管理責任は，所有者・管理者

にあるとされ（同条例８条，９条），その管理に必要な費用は，原則とし

て所有者，管理者が負担することが定められている（同条例１０条）。そ

のうえで，同条例１３条１項は，Ｉ市が例外的に補助金を交付して，経費

を負担することができる場合について定めている（同条例１３条１項）。

さらに，本件要綱は，補助対象経費について定め，文化財の屋根の葺き

替えもその対象経費として明示している（４条）。

これらの規定に照らすと，指定文化財である本件民家にかかる本件葺替

工事の費用をＩ市が支出できるのは補助金交付という方法に限られるので

あり，補助金交付の形式によらずに，これをＩ市が支出することはできな

いというべきである。

イ 本件葺替工事は，Ｅ神社の所有する本件民家に対し，Ｉ市の負担におい

て行ったものであるから，Ｅ神社に対する補助に該当するものである。補

助金の支出については，本件規則が定められているのであるから，補助金

の支出に当たる上記公金の支出は，本件規則に則ってなされる必要があっ

た。

ウ 以上のとおり，本件葺替工事代金の支出は，本来であれば，補助金の交

付として，本件規則の定める手続に従ってなされるべきであったのに，か

かる手続に従ってなされておらず，この点に，上記規則に反する違法があ

る。

（被告の主張）

原告らは，本件条例が制定されている以上，補助金の形式によらないで文

化財の管理，修理をすることはできず，また本件規則が制定されている以上，

補助金の支出によらないで本件葺替工事の代金を支払うことは一切許されな

いと主張をするが，これは誤りである。

そもそも，地方公共団体は，憲法上広範な自治権を与えられており，本来



12

的に寄付又は補助を行うことができる。

補助金交付について，仮に，その法定立形式として条例が必要とされるの

であれば，住民らに対して補助の効果を与えるためには，条例に定められた

手続きを踏む必要があるが，補助金交付については，法定立形式として条例

が要求されていない（必要的条例事項は，義務賦課・権利制限行為その他法

令の規定により特に条例で規制されなければならないとされている事項に限

られる（地方自治法１４条２項参照）。）。

したがって，本件条例は，任意に制定されたものであり，文化財に補助金

を交付する形式で補助をするときは，本件条例及び本件要綱の規定に従う必

要があるとしても，補助金交付の形式によらないで補助することを一切否定

する趣旨で制定されたものではない。本件規則についても同様である。

以上より，本件葺替工事代金の支出が，本件条例，本件要綱及び本件規則

に反することはない。

(4) 争点(4)（Ａの損害賠償責任の有無）について

（原告らの主張）

Ａは，Ｉ市長として，第５回支出命令を行った者であるが，本件葺替工事

代金の支出に，条例違反，要綱違反及び規則違反の違法があることは明らか

である。しかるところ，本件工事は，Ａにとっても，旧Ｄ村からの重要な引

き継ぎ案件であったこと，その中でも，本件民家の本件葺替工事は，重要性

の高い案件であったこと，平成１７年４月１日の合併という政治日程との関

係からも，その重要性はいっそう大きかったといえること，Ａ自らも市長と

して本件請負契約の変更契約に直接関与し，また，本件民家と旧Ｄ村村長で

あったＢとの密接な関係も知っていたといえること，加えて，後述の株式会

社Ｈ問題があったことを考慮すると，Ａに故意または少なくとも過失があっ

たことは明白である。

したがって，Ａは，Ｉ市に対して損害賠償責任を負う。
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（被告の主張）

本件葺替工事代金の支出について，上記のとおり，憲法違反も法令違反も

ないが，仮に，違憲違法の問題があったとしても，以下に述べるとおり，Ａ

は損害賠償責任を負わない。

すなわち，まず，支出命令については，市長であるＡが本来的に権限を有

する者に当たるが，Ｉ市では，支出命令は課長専決事項とされている。その

ため，原権限者であるＡは，故意又は過失により，専決権者たるＩ市Ｄ総合

支所産業振興課長の行為を阻止するべき指揮監督上の義務に違反した場合に，

民法上の損害賠償責任を負うこととなる。

しかるところ，本件では，仮に違憲違法の問題が生じていたとしても，そ

の判断は容易でなく，また，本件葺替工事は本件工事の一部であって，特に

本件葺替工事のみを取り出してその違憲違法について検討すべき契機はなか

ったのであるから，上記専決権者において，支出をすべきでないと判断する

ことは容易でなかったというべきである。

また，本件葺替工事にかかる支出行為は，先行行為たる本件請負契約の義

務の履行としてなされたものであるから，その効力を否定しうるような場合

ではない本件においては，同専決権者には，その先行行為を前提としてこれ

に伴う財務会計行為（後行行為）を行う義務があったというべきである。

そうすると，仮に，第５回支出命令が違憲違法な財務会計行為であったと

しても，専決権者に故意，過失は認められないのであるから，原権限者であ

るＡについても，同専決権者の支出命令行為を阻止しなかったことにつき，

故意又は過失は認められない。

したがって，同人は損害賠償責任を負わない。

(5) 争点(5)（Ｂの損害賠償責任の有無）について

（原告らの主張）

Ｂは，Ｉ市収入役として，第４回支出行為をした者であるが，本件葺替工



14

事代金の支出には，補助金支出の手続きを踏んでいないという，客観的に明

らかな違法がある。同人は，旧Ｄ村村長として，本件請負契約に直接関与し

ているところ，同人の父は，Ｅ神社の責任総代まで務めた者で，さらにＥ神

社に本件民家を寄贈したのは，Ｂの妻の実家であるなど，ＢとＥ神社・本件

民家とは極めて深い関係があるのであるから，同人は，本件工事にＥ神社が

所有する本件民家の本件葺替工事が含まれていることを十分承知していたと

いえ，第４回支出行為の時点で，同人が，同支出行為の違法性を熟知してい

たか，あるいは少なくとも十分に知りうべき立場にあったことは明らかであ

る。

したがって，Ｂは，第４回支出行為の違法について，故意ないし重過失が

あったといえ，Ｉ市に対し，損害賠償責任を負う。

（被告の主張）

本件公金の支出について，上記のとおり，憲法違反も法令違反もないが，

仮に，違憲違法の問題があったとしても，その判断は容易でなく，また，本

件葺替工事は本件工事の一部であって，特に本件葺替工事のみを取り出して

その違憲違法について検討すべき契機はなかったのであるから，Ｂにおいて，

支出をすべきでないと判断することは容易でなく，むしろ，先行行為に従っ

て，支出行為をする義務があった。

したがって，Ｂに第４回支出行為をするについて，故意，重過失は存在せ

ず，同人は損害賠償責任を負わない。

(6) 争点(6)（Ｃの損害賠償責任の有無）について

（原告らの主張）

Ｃは，Ｉ市収入役職務代理者として，第５回支出行為を行った者であるが，

本件葺替工事代金の支出には，上記のとおり客観的に明らかな違法がある。

そして，本件工事は重要な案件であり，本件葺替工事は，中でも重要な工事

であったこと，また，Ｂと，Ｅ神社・本件民家の深い関係については，周辺
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地域では有名な話であるから，Ｃにおいても，事情は知っていたと考えられ

ることにかんがみると，本件工事費の支出においては，相当の注意をもって，

その適法性を調査，確認することが必要であったといえる。

さらに，当時，以下に述べる株式会社Ｈ問題が生じており，第５回支出行

為（平成１８年１１月１６日）以前の，平成１８年２月２日時点で，既に，

Ｉ市監査委員が本件工事に関わる問題点を指摘していた。

すなわち，本件工事の対象となっている，Ｅ山駐車場は，年に１０００万

円前後の利益を出す，旧Ｄ村の重要な資産であったが，平成１６年６月，株

式会社Ｈに不当な安値で売却された。同社は，上記売買当時，社長を当時の

Ｄ村村長Ｂが務め，その株式の９０パーセントを旧Ｄ村が所有していたが，

上記売却後，旧Ｄ村の株式の持ち分は２０パーセントまで低下し，その株式

は，Ｂや村議会議員等の一般株主が所有するに至った。そして，その後に，

Ｅ山駐車場を対象とする本件工事が行われた。つまり，Ｂが，旧Ｄ村の優良

資産を安価で取得し，その所有株式の収益力を増大させ，さらに，公金によ

りなされた本件工事により，ますますその所有株式の収益力を増大させたの

である。

この問題は，合併後のＩ市において問題とされ，平成１８年２月２日には，

Ｉ市監査委員により問題として指摘された。なお，同問題は，結局，株式会

社Ｈの株式と，Ｅ山駐車場をＩ市が買い戻すことで解決した。

このように，第５回支出行為は，Ｉ市監査委員により上記問題の指摘がな

された後に行われているのであるから，Ｃとしても，その審査に当たって，

上記問題と関連する本件工事にかかる費用の支出に関して，相当の注意を払

って然るべきであったといえる。

したがって，Ｃには，違法な第５回支出行為を行ったことについて，少な

くとも重過失は優に認められることになるから，Ｉ市に対して損害賠償責任

を負うことは明らかである。
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（被告の主張）

本件葺替工事代金の負担について，上記のとおり，憲法違反も法令違反も

ないが，仮に，違憲違法の問題があったとしても，その判断は容易でなく，

また，本件葺替工事は本件工事の一部であって，特に本件葺替工事のみを取

り出してその違憲違法について検討すべき契機はなかった。さらに，同人が

当時の審査に当たって確認した資料（乙９）からは，本件民家がＥ神社所有

であることさえ明らかでなかったのであるから，同人において，第５回支出

行為をしたことについて，故意又は重過失は存在しない。

したがって，同人はＩ市に対して損害賠償責任を負わない。

(7) 争点(7)（損害額）について

（原告らの主張）

第４回支出行為により支出された金額の内，本件葺替工事代金分は９２万

２９８６円となる。

第５回支出行為により支出された金額の内，本件葺替工事代金分は２９９

万６１９９円となる。

したがって，第４回支出行為について責任を負うＢが賠償すべき損害額は，

９２万２９８６円，第５回支出命令，同支出行為について責任を負うＡ，Ｃ

が賠償すべき損害額は，それぞれ２９９万６１９９円となる。

（被告の主張）

争う。

第３ 当裁判所の判断

１ 争点(1)（第５回支出命令についての訴えの適法性）について

(1) 原告らは，被告に対し，第５回支出命令の決裁をしたＡに損害賠償の請

求をすることを求めているが，被告は，第５回支出命令については，訴状に

おいて対象となる財務会計上の行為に含まれておらず，第１回監査請求にお

いて同行為が対象に含まれているとすると，同行為にかかる請求は出訴期間
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の遵守を欠く不適法なものであると主張する。

しかし，原告らは，訴状において，請求の趣旨として，被告に対し，Ａに

金員の支払を請求をするよう求めることを明示しており，請求の原因におい

て，第４回支出命令とこれに基づく第４回支出行為及び第５回支出命令とこ

れに基づく第５回支出行為が違憲，違法であると主張して，被告に対し，地

方自治法２４２条の２第１項４号本文に基づいて，Ａに対する損害賠償請求

をするよう求めている。そうすると，原告らは，訴状において，第５回支出

命令にかかる上記請求を行っていたと解することができる。

したがって，訴状において，第５回支出命令にかかる請求が含まれていな

いとする被告の上記主張には理由がない。

(2) なお，第１回監査請求において，原告らは，第５回支出行為の決裁関係

者，審査責任者であるＡらに対して，Ｉ市が被った損害を填補するために必

要な措置を講ずることを求めており，ここで第５回支出命令が対象とされて

いることは明らかである。

(3) 以上より，第５回支出命令について，適法に監査請求が前置され，また，

監査結果の通知から３０日以内に，本件訴状により適法に訴えが提起されて

いるといえるから，同命令についての請求は，適法であるといえる。

２ 争点(2)（政教分離違反の有無）について

(1) 原告らは，Ｉ市が，本件葺替工事に公金を支出したことが，憲法８９条

が定める政教分離原則に反すると主張するので，この点について検討する。

憲法は，個人の信教の自由を無条件に保障し，さらにその保障を一層確実

なものとするため，政教分離規定を設けている。

もっとも，政教分離規定は，いわゆる制度的保障の規定であって，信教の

自由そのものを直接保障するものではなく，国家（地方公共団体を含む）と

宗教との分離を制度的に保障することにより，間接的に信教の自由の保障を

確保しようとするものである。そして，憲法の政教分離原則は，国家が宗教
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的に中立であることを要求するものであるが，国家と宗教の完全な分離を実

現することは，実際上不可能に近いのであり，またその実現はかえって不合

理な事態を生ずることになる。これらの点にかんがみると，同原則は，国家

が宗教との関わり合いを持つことを全く許さないとするものではなく，宗教

との関わり合いをもたらす行為の目的及び効果にかんがみ，その関わり合い

が我が国の社会的，文化的諸条件に照らし相当とされる限度を超えるものと

認められる場合にこれを許さないとするものであると解すべきである。

上記政教分離原則の意義に照らすと，憲法８９条が禁止している，公金そ

の他の公の財産を，宗教上の組織若しくは団体の使用，便益若しくは維持の

ために支出することとは，およそ国及びその機関による宗教上の組織等にか

かるすべての支出行為を指すものではなく，同支出行為により生じる関わり

合いが上記の相当とされる限度を超えるものに限られるというべきであって，

当該支出行為の目的が宗教的意義を持ち，その効果が宗教に対する援助，助

長，促進又は圧迫，干渉等になるようなものをいうと解すべきである。そし

て，ある公金支出行為が上記基準に該当するかどうかを検討するに当たって

は，当該行為の外形的側面のみにとらわれることなく，当該行為の行われる

場所，当該行為に対する一般人の宗教的評価，当該行為者が当該行為を行う

についての意図，目的及び宗教的意義の有無，程度，当該行為の一般人に与

える効果，影響等，諸般の事情を考慮し，社会通念に従って，客観的に判断

しなければならない。

(2) そこで，以上の見地に立って，本件葺替工事代金の支出について検討す

る。

ア 前記争いのない事実及び証拠によれば，以下の事実が認められる。

(ア) 本件民家は，江戸時代に建築されたと推定される建物で，入母屋造

り，茅葺屋根で，屋根の棟には千木風の棟おさえが乗っている，昔なが

らの特徴を有する建物である。このような民家は，改築等が行われたこ
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とにより，現在では当時の姿をとどめるものは少なくなってきていた。

本件民家は，昭和５３年，昔の日常生活の一端を後世に残し，またそ

の展示の場とする目的で，その納屋，厠，湯場などの付属建物と，その

内部の民具資料とともに，Ｅ神社によって取得され，現在の場所に移築

され，復原された。

旧Ｄ村は，昭和５８年に，本件民家を文化財として指定した。

（乙１０の１，１０の２，１１）

(イ) 本件民家の存在するＥ地区は，Ｆ国立公園内に位置し，同国立公園

内で，特徴的な郷土景観があり，また著名なＥ神社がある地区として，

ホームページで紹介されている（乙２７の１ないし２７の３）。また，

Ｅ地区は，公園の利用と管理のための施設を総合的に整備し，快適な公

園利用の拠点とする地区である，集団施設地区として指定されており，

園地や休憩施設，駐車場，ビジターセンターなどが整備され，また，雲

取山の登山口ともなっている地区である（乙２７の５ないし２７の６）。

本件民家は，この駐車場，ビジターセンター，休憩所等の施設に隣接し

た場所に存在する（乙２８）。

Ｅ山博物館は，本件民家を神領民家と名付け，昔の生活を伝える文化

財として観光客に紹介した（乙１１）。また，旧Ｄ村においても，本件

民家の周辺は，Ｄ観光協会が主催する奥ＩＤ紅葉まつりや，Ｄつつじま

つりの中心的会場とされるなど，観光拠点として利用されていた（乙１

５，１６）。

(ウ) 平成１６年，上記観光施設が老朽化してきており，また道路の整備

も不十分であるとして，旧Ｄ村は，Ｅ地域における観光イメージ向上に

よる観光客誘致を目的として，上記施設とその周辺の整備工事を行うこ

ととした。具体的には，Ｅ山駐車場内の舗装修繕，歩車道と排水路の整

備，紅葉・しゃくなげ等の植栽工事，料金所と観光案内所の新設，つつ
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じまつりやもみじまつりの中心的会場となる野外ステージの新設等が行

われることになったが，その際，この地域に存在する本件民家も，移築

後２５年以上が経過したことにより，茅葺き屋根等の傷みが激しくなっ

ていたことから，同整備工事の一環として，本件葺替工事も行われるこ

ととなった（乙１２，２９，３０の１，３０の２）。

(エ) 本件工事にかかる費用は，旧Ｄ村議会の予算審議，議決を経て本件

請負契約が締結され，これに基づいて，支出されたものである。そのう

ち，平成１７年３月１０日に支払われた５００万円は，平成１６年度予

算において，観光費の費目のうちの工事請負費として処理された（甲６，

乙３７）。

また，旧Ｄ村がＩ市と合併した直後に開催された，Ｉ市議会の臨時会

において，継続費設定のためにＥ山駐車場周辺整備事業の説明が行われ

たが，この際，本件工事は観光整備事業である旨の説明がなされた（乙

３１）。さらに，Ｉ市議会の６月定例会においても，本件工事が観光客

誘致のために行われるとの説明がなされた（乙３２）。

(オ) 本件民家は，Ｅ神社の本殿や社務所等が存在する周辺ではなく，上

記観光施設の周辺に位置している（乙１８，１９）。そして，本件民家

の周辺には，本件民家が，当時の生活を後世に残すべく移築された旨の

説明をした看板が設置されており，その内部には，当時の生活をうかが

わせる農機具や生活用具が展示されている（乙１１，１４）。

イ 以上の事実によれば，本件民家は，文化的な価値を有するものとして，

併設されている観光施設とともに観光資源として利用されていたといえ，

また観光客を誘致するために上記観光施設の整備をするに際し，その観光

事業の一環として，本件葺替工事が行われたものと認められる。また，本

件民家は，Ｅ神社が所有する建物であるものの，Ｅ神社が取得するに至っ

た上記経緯，その存在する場所，外観，利用方法が上記認定のとおりであ
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ることに照らすと，本件民家自体は宗教的意味合いを持たないものである

といえる。

そうすると，本件公金支出の目的は，観光施設の整備をすることにある

のであって，このような目的で，宗教的意味合いを持たない本件民家の工

事に，旧Ｄ村ないしＩ市が本件公金の支出をしたとしても，これにより，

住民に対して，旧Ｄ村ないしＩ市により，神社神道に対する特別の援助が

されているものとの印象を与えることにはならないというべきである。

ウ したがって，本件葺替工事代金の支出により，旧Ｄ村ないしＩ市が，相

当な限度を超えて神道と関わり合いをもったということはできず，同支出

が，憲法８９条の定める政教分離原則に反するものということはできない。

この点についての原告らの主張には理由がない。

３ 争点(3)（補助金交付の手続違反）について

(1) 旧Ｄ村及びＩ市は，観光事業として本件工事を行い，本件工事の一部に

は，Ｅ神社が所有する本件民家に対する本件葺替工事が含まれていたが，同

葺替工事代金の支出に当たり，補助金交付の手続をとることなく，「観光

費」からその代金を支出した。この点につき，原告らは，本件葺替工事は，

Ｅ神社に対する補助に該当するものであり，その場合，本件民家が旧Ｄ村及

びＩ市の文化財に指定されていることから，同工事代金は，本件条例及び本

件要綱により，補助金交付の手続に従って支出すべきであるにもかかわらず，

「観光費」として支出したのであるから，当該支出は本件条例，本件要綱及

び本件規則に反した違法があると主張する。

(2) 本件条例は，Ｉ市の地域内に所在する文化財を保護し，その活用を図り，

もって市民の文化的向上や地域文化の進歩に貢献することを目的としている

ところ，文化財に指定された場合に当該文化財にかかる経費については，所

有者又は管理者の負担とするものの，例外的に多額の経費を要し，所有者が

その負担に堪えない場合その他特別の事情がある場合には，上記目的を達成
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させるため，予算の範囲内で補助金を交付することができる旨規定している

ものといえる。そうであれば，本件条例は，当該文化財について，文化財の

保護・活用の観点から，所有者らによる経費負担によってはその目的を達し

得ない場合に，補助金を交付することができる旨を定めているにすぎないと

いうべきであり，Ｉ市が文化財に関連して行うすべての支出についてまで補

助金としての支出を要求しているものということはできない。なお，本件要

綱は，補助金が適正に支出されることを保障するため，補助の対象や補助の

対象となる経費を定めたものと解され，ここに本件葺替工事と同様の工事が

補助の対象となることが定められたからといって，直ちに本件葺替工事にか

かる支出が補助金をもってしかなし得ない工事であったとまではいえない。

そして，本件工事は，上記のとおり，観光施設である本件民家付近の施設

やその周辺を整備するための工事であり，その一環として本件葺替工事も行

われるたのであって，全体としてみれば，観光施設の整備のための一体の工

事と評価することができ，同工事を一体のものとして本件請負契約を締結し，

その代金の支払を「観光費」として支出したとしても，これをもって違法と

いうことはできない。

(3) また，本件規則は，補助金交付の手続について，補助金の交付を受けよ

うとする事業者等に，補助事業等の目的及び内容，経費の使用方法，交付を

受けようとする補助金の額等を記載した申請書の提出を求め（４条），これ

に対して，市長が，上記事業等の目的及び内容が適正であるかどうか等を調

査した上で，補助金を交付するかどうかを決定するものとしている（５条）。

そして，補助金の交付を受けた事業者等に，補助金の交付決定の内容等に従

い，善良な管理者の注意をもって補助事業等を行うこと及びその事業等の遂

行の状況を市長に報告することを義務づけ（１０条，１１条），市長は，補

助金事業が，補助金交付決定の内容等に従って遂行されていないと認めると

きは，事業者等にこれに従うよう命じたり，必要な措置を執ることができ
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（１２条，１５条），さらに，補助金交付決定の取消しをすることもできる

とされている（１６条）。

これらの規定によれば，本件規則は，補助金が，これを交付するのが適切

であると認められる公益性のある事業等について交付され，また，交付され

た補助金が適切に使用されるようにするなど，補助金の支出が適正に行われ

るようにするため，その手続を定めたものと解される。これを超えて，本件

規則が，Ｉ市が第三者に利益を与える場合には，必ず補助金交付の手続によ

るべきことまで定めた趣旨であると解することはできない。

そうであれば，補助金の交付がなされていない本件において，本件規則の

適用はなく，本件葺替工事にかかる支出が本件規則に反するということはで

きない。

(4) したがって，本件葺替工事にかかる公金の支出が，補助金の交付の手続

によりなされなかったことについて，本件条例等に反する違法があるとはい

えない。

４ 以上のとおりであり，本件葺替工事にかかる公金の支出に，憲法違反や法令

違反の違法はないから，その余の点を判断するまでもなく，原告の請求には理

由がない。

よって，主文のとおり判決する。

さいたま地方裁判所第４民事部

裁判長裁判官 遠 山 廣 直

裁判官 八 木 貴 美 子
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裁判官 辻 山 千 絵


